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取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保する体制および当該体制の運用状況
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計算書類の注記

第28期（2017年４月１日から2018年３月31日まで）

株式会社トリドールホールディングス

第28期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、上記の事項につき

ま し て は 、 法 令 及 び 当 社 定 款 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.toridoll.com/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しており

ます。

表紙



取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保する体制および当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保す

る体制について、当社取締役会で決議している内容の概要および当該体制の運用状況の概要は、それぞれ

次のとおりであります。

【取締役会決議の内容の概要】

（１）職務執行の基本方針

　当社グループ（当社および当社子会社をいう。）は、次の経営理念を掲げ、すべての取締役および

使用人（一般従業員、契約社員、嘱託社員、パートナー社員、エリア社員、派遣社員その他当社グル

ープの業務に従事するすべての者をいう。）が、職務を執行するにあたっての基本方針とする。

　　【経営理念】すべては、お客様のよろこびのために。

　当社グループは、この経営理念に基づき、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくこ

とが経営上の重要な責務であると認識し、以下のとおり内部統制システムに関する基本方針を定める。

また、今後とも内外環境の変化等に応じ、柔軟にこれを見直し、有効かつ適切な構築および運用に努

める。

（２）内部統制システムに関する基本方針

①　当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

ａ　当社の取締役会は、原則として月１回、かつ、必要に応じて随時開催し、法令、定款および取

締役会規程その他の社内規程に従い重要な業務執行を決定するとともに取締役の職務の執行を監

督する。

ｂ　当社の監査等委員会は、独立した立場で業務執行取締役の職務の執行を監査する。

ｃ　当社は、代表取締役社長に直属する部門として、内部監査室を設置する。内部監査室は、当社

グループの内部統制の適切性および有効性を経営方針に照らして、独立した立場で検証および評

価し、その結果に基づく改善提案を通じて、経営の健全性および効率性の向上に資する。

ｄ　当社グループの取締役および使用人は、『企業倫理憲章』および『トリドール行動基準』を基

に行動し、コンプライアンス体制の維持、向上を図る。

ｅ　当社は、法令および定款等に違反する行為を当社グループの取締役および使用人が発見した場

合の報告体制としての内部通報制度を構築する。

ｆ　当社グループは、反社会的勢力に対し毅然とした態度で臨み、不当な要求には決して応じず、

警察当局との連携をとり、断固としてこれを拒絶する。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ａ　当社の取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録や、取締役の職務の執行に係

る重要な情報・文書（電子化情報を含む。以下同じ。）は、文書管理規程その他社内規程の定め

るところに従い、適切に保存および管理（廃棄を含む。）する。

ｂ　当社の監査等委員会が求めたときは、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、いつで

も当該文書を閲覧に供する。

ｃ　当社の取締役は、法令および金融商品取引所の諸規則等に従い、開示すべき情報を適時かつ適

正に開示する。
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③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ　当社は、当社グループの平常時における業務執行に係るリスクをトータルに認識・評価し適切

なリスク対応を行うためにリスクマネジメント規程を定め、グループ全体のリスク管理体制を整

備する。

ｂ　当社は、当社グループのリスク管理の実効性を確保するため代表取締役社長を委員長とするリ

スクマネジメント委員会を設置し、グループ全体のリスクを評価検討し、リスク管理推進に関わ

る課題や対応策を協議し承認する。

ｃ　当社は、有事の際の迅速かつ適切な対応に備え、危機管理規程を定め、損失の最小化、損害の

復旧および再発防止のためのグループ全体の危機管理体制を整備する。

ｄ　当社は、各部門、各店舗および各子会社において、経営の内外の環境変化や、法令定款違反そ

の他の事由に基づく損失の危険が発見された場合には、発見された危険の内容およびそれがもた

らす損失の程度等について直ちに当社の担当部門に報告される体制を構築するとともに、その重

大性に応じて担当部門を管掌する取締役が速やかに取締役会に報告する。

ｅ　当社は、食品を扱う企業として食品の衛生管理は何よりも優先される事項と認識し、全社横断

的な委員会である食品衛生管理委員会を設置し、平時の食品衛生管理を徹底するとともに、万が

一問題が発生したときは直ちに適切な対応を行う。

④　当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ　当社は、当社グループの中長期経営計画を策定し、グループ全体の経営の目標を設定する。ま

た、中長期経営計画は、経営を取り巻く内外の環境の変化に柔軟に対応すべく毎年度見直しを行

う。

ｂ　当社グループの各年度の予算は、中長期経営計画とリンクして策定され、当社の事業部門別お

よび各子会社別の予算管理と月例の業績報告により適切な対策を講じる。

ｃ　当社の取締役会に付議すべき事項は、取締役会規程において定め、付議にあたっては、経営判

断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全取締役に配布される体制を整備する。

ｄ　当社は、日常の業務遂行に際しては、取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等に基づき

権限の委譲を行い、また当社子会社の取締役会等で定期的に業務方針を共有することで、当社グ

ループの各レベルの責任者が意思決定ルールに則り関連部門と連携して適切かつ効率的に業務を

遂行するとともに、重要な情報が適時かつ適切に関係者に伝達される仕組みを整備する。

⑤　当社および子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ　当社は、子会社管理の主管部門を当社の経営企画室と定め、当社グループの中長期経営計画の

もと、各子会社の自主的かつ機動的な運営を尊重しつつグループ全体で緊密な連携を保持するこ

とにより、企業集団としての事業発展および経営効率の向上を図る。

ｂ　当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の重要事項につき事前協議および承認を義務付け

るとともに、子会社の取締役から子会社の営業成績、財務状況その他の重要な事項につき定期的

に報告を受ける。

ｃ　当社の内部監査室は、内部監査規程に基づき、必要に応じて子会社の内部監査を実施し、その

結果を代表取締役社長に報告する。

⑥　当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

　監査等委員会の職務は、当社の総務部の使用人がこれを補助する。

⑦　前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項および当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

ａ　監査等委員会の職務を補助する総務部の使用人の任命、異動および評価については、監査等委

員会の事前の同意を必要とする。

ｂ　同使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては監査等委員会の指揮命令下で職務を遂

行し、当該職務以外の業務を指示された場合にあっても監査等委員会の指示事項を優先して処理

する。
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⑧　当社および当社子会社の取締役および使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制

ａ　監査等委員会は、取締役会その他の重要な会議を通じ、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）および使用人から重要事項の報告を受ける。そのほか、当社グループの取締役および使用

人は、監査等委員会の定めるところに従い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告および情報

提供を行う。

ｂ　当社グループの取締役および使用人は、当社グループに著しい影響を及ぼす事実が発生し、ま

たは発生する恐れがあることを発見したときは、監査等委員会に速やかに報告する。

⑨　前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

　監査等委員会に前項の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

することを禁止する。

⑩　当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生

ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処

理に係る方針に関する事項

　監査等委員がその職務の執行について当社に対し費用の前払い等の請求をした際には、当該請求

に係る費用または債務が当該職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用

または債務を処理する。

⑪　その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ　監査等委員は、取締役会その他の重要な会議に出席し、意見を述べるとともに、取締役（監査

等委員である取締役を除く。）および使用人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧

することができる。

ｂ　監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもって意見交換を行うほか、必要に応じて他の

取締役、当社子会社の監査役（またはこれらに相当する者）、内部監査室長または会計監査人と

も情報交換を行い充分なコミュニケーションを図る。

ｃ　監査等委員会を原則として月１回、かつ、必要に応じて随時開催し、法令、定款および監査等

委員会規程その他の社内規程に従い重要事項について協議する。
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【運用状況の概要】

①　当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

　取締役会は当期17回開催し、重要な業務執行を決定するとともに取締役から職務の執行の状況に

つき報告を受けました。また、監査等委員会は当期16回開催し、業務執行取締役の職務の執行を監

査しました。

　内部監査室は、期初に決定した監査の方針および計画に従って監査を行い、改善提案を関係部署

にフィードバックするとともに、取締役に結果を報告しています。また、内部通報窓口として内部

通報を受け付け、適切に対応しました。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役会その他の重要な会議では、適切に議事録を作成、保管しております。また、開示すべき

情報については、機関決定があり次第、適時に開示しております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスクマネジメント委員会は当期４回開催し、社外取締役３名も参加してグループ全体のリスク

を評価検討し、課題や対応策を協議、決定しました。

④　当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、期初に中期経営計画を策定し、またこれにリンクした予算を策定するとともに、期中で

予算および業績を管理し、適切な対策を講じています。

　取締役会開催にあたっては、開催日の３営業日前に発せられる招集通知に議題を合わせて記載す

るとともに、各議案に係る資料を遅くとも１営業日前の営業時間中には配布するようにしておりま

す。

⑤　当社および子会社等から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社は、当社子会社と定期的に会議を開催し、子会社の重要事項につき適宜報告を受けています。

　内部監査室は、必要な範囲で子会社の内部監査を実施しました。

⑥　当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

　監査等委員会の事務局を総務部に設置し、監査等委員会の職務の補助にあたらせています。

⑦　前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項および当

該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助する総務部の使用人の異動および評価については、監査等委員会の事

前の同意を得た上で行っております。

⑧　当社および当社子会社の取締役および使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制

　監査等委員は、監査等委員会、取締役会その他の重要な会議を通じ、業務執行取締役、部門長等

から重要事項の報告を受けています。

⑨　前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

　内部通報をした者が当該通報をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことは、社内で周

知しております。

⑩　当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生

ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処

理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員からその職務の執行について費用の償還等の請求を受けた際には、速やかに

当該費用を処理しております。

⑪　その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員３名は、当期取締役会およびリスクマネジメント委員会に出席し、意見を述べました。

また、業務執行取締役と定期的に会合をもって意見交換を行ったほか、内部監査室長および会計監

査人とも定期的に情報交換を行いました。
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連結持分変動計算書

（2017年４月１日から　2018年３月31日まで）
（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

その他の資本
の 構 成 要 素

在外営業活動体
の 換 算 差 額

当 期 首 残 高 3,975 4,007 25,813 △0 117

当 期 変 動 額

当 期 利 益 4,665

その他の包括利益 △1,646

当期包括利益合計 － － 4,665 － △1,646

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

55 55

株 式 報 酬 取 引 2 2

配 当 △1,128

連結範囲の変動

そ の 他 △3

所 有 者 と の
取引額等合計

57 57 △1,131 － －

その他の資本の構
成要素から利益剰
余 金 へ の 振 替

0

当 期 末 残 高 4,031 4,064 29,347 △0 △1,529

親会社の所有者に帰属する持分

非支配持分 資 本 合 計その他の資本の構成要素
合 計

新株予約権 合 計

当 期 首 残 高 291 408 34,203 804 35,006

当 期 変 動 額

当 期 利 益 － 4,665 △2 4,663

その他の包括利益 △1,646 △1,646 72 △1,574

当期包括利益合計 － △1,646 3,019 70 3,089

新 株 の 発 行
(新株予約権の行使)

△34 △34 76 76

株 式 報 酬 取 引 73 73 76 76

配 当 － △1,128 △20 △1,148

連結範囲の変動 － － 150 150

そ の 他 － △3 △3

所 有 者 と の
取引額等合計

38 38 △979 130 △849

その他の資本の構
成要素から利益剰
余 金 へ の 振 替

△0 △0 － －

当 期 末 残 高 329 △1,200 36,242 1,004 37,246
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【 連結計算書類の注記 】

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

1.　連結計算書類の作成基準

　連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、国際会計基準（以下、IFRS）に準拠

して作成しております。なお、同項後段の規定により、IFRSで求められる開示項目の一部を省略し

ております。

2.　連結の範囲に関する事項

　全ての子会社を連結しております。

連結子会社の数……………… 54社

主要な連結子会社の名称…… TORIDOLL USA CORPORATION

東利多控股有限公司

台湾東利多股份有限公司

株式会社トリドールジャパン(旧社名：株式会社トリドール)

TOKYO TABLE HOLDINGS, LLC

株式会社アクティブソース

株式会社ZUND

JOINTED-HEART CATERING HOLDINGS LIMITED

BEST NEW MANAGEMENT LIMITED

株式会社ソノコ

GEORGE'S CORPORATION

TORIDOLL KOREA CORPORATION

WOK TO WALK FRANCHISE B.V.

株式会社いなみ野ファーム

TORIDOLL DINING CORPORATION

その他39社

　当連結会計年度において、新規設立によりTOKYO TABLE HOLDINGS, LLC、その他２社を、株式

取得により株式会社アクティブソース、株式会社ZUND、JOINTED-HEART CATERING HOLDINGS 

LIMITED及びそのグループ会社他３社、STRENGTHEN POWER CATERING LIMITED、BEST NEW 

MANAGEMENT LIMITED及びそのグループ会社他11社を、それぞれ連結の範囲に含めております。ま

た、WOK TO WALK HOLDINGS LTD.は清算により、連結の範囲から除外しております。

3.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した共同支配企業及び関連会社（以下「共同支配企業等」といいます。）の数及び

主要な共同支配企業等の名称

持分法を適用した共同支配企業等の数…………… 37社

持分法を適用した主要な共同支配企業等の名称… NODU FOODS COMPANY LIMITED

TORIDOLL AND HEYI GROUP COMPANY LIMITED

東利多和頣控肢有限公司

上海東利多餐飲管理有限公司

北京東利多餐飲管理有限公司

丸龜製麵(香港)有限公司

UTARA 5 FOOD AND BEVERAGE SDN BHD

BOAT NOODLE SDN BHD

SHORYU HOLDINGS LIMITED

その他28社
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(2) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項

　連結計算書類には、他の株主との関係等により決算日を当社の決算日に統一することが実務上

不可能であるため、当社の決算日と異なる日を決算日とする持分法適用会社に対する投資が含ま

れております。

4.　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①棚卸資産

　棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額のうち、いずれか小さい額で測定しております。棚

卸資産の取得原価は、主として先入先出法に基づいて算定しております。

②有形固定資産

　有形固定資産は、原価モデルを適用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した額で測定しております。

　取得原価には資産の取得に直接関連する費用が含まれております。

③無形資産及びのれん

　無形資産は、原価モデルを適用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した額

で測定しております。

(ⅰ)個別取得した無形資産

　個別取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定しております。

(ⅱ)企業結合により取得した無形資産

　企業結合により取得した無形資産は、取得日の公正価値で測定しております。

　のれんは、取得価額から減損損失累計額を控除して測定しております。

④非金融資産の減損

　棚卸資産及び繰延税金資産を除く、当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日毎に減損

の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見

積もっております。のれん及び耐用年数を確定できない、又は、未だ使用可能でない無形資産に

ついては、毎期、さらに減損の兆候を識別した場合には都度、減損テストを実施しております。

　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうち、いず

れか大きい方の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、

貨幣の時間的価値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割

り引いております。資金生成単位については、他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフ

ローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の資産グループとしております。

　企業結合により取得したのれんは、結合のシナジーから便益を得ると見込まれる資金生成単位

へ配分しております。のれんが配分される資金生成単位については、のれんを内部管理目的で監

視している最小単位となるように設定しております。

　当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成しないため、全社資産に

減損の兆候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を見積もっております。

　減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合に超過差額を純

損益として認識しております。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配

分されたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿

価額を比例的に減額しております。
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　のれんに関連する減損損失は戻入れておりません。のれん以外の資産については、過去に認識

した減損損失は、期末日毎に、減損損失の戻入れの兆候の有無を評価しております。減損損失の

戻入れの兆候がある場合には、回収可能価額の見積りを行い、当該回収可能価額が資産の帳簿価

額を上回る場合には、減損損失を戻し入れております。減損損失は、減損損失を認識しなかった

場合の帳簿価額から必要な減価償却費又は償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限

として戻し入れております。

　なお、共同支配企業に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは区分して認識していな

いため、個別に減損テストを実施しておりません。ただし、共同支配企業に対する投資が減損し

ている可能性が示唆されている場合には、投資全体の帳簿価額について回収可能価額と比較する

ことにより単一の資産として減損テストの対象としております。

⑤金融商品

　非デリバティブ金融資産

　金融資産は、当社グループが当該金融商品の契約当事者になった取引日に当初認識しておりま

す。

　当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合又

は金融資産からのキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を譲渡する取引において当該金融資

産の所有にかかるリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合には、当該金融資産の認識

を中止しております。

(ⅰ)償却原価で測定する金融資産

　金融資産は、以下の２つの要件を両方満たす場合、償却原価で測定する金融資産に分類して

おります。

・当社グループの事業モデルにおいて、当該金融資産の契約上のキャッシュ・フローを回収す

ることを目的として保有すること

・金融資産の契約条項が、特定された日に元本及び利息の支払いのみによるキャッシュ・フロ

ーを生じさせること

　償却原価で測定する金融資産は、当初認識時に公正価値にその取得に直接起因する取引費用

を加算して測定しております。また、当初認識後は、償却原価で測定する金融資産の帳簿価額

については実効金利法を用いて算定し、必要な場合には減損損失を認識しております。

　当社グループは、償却原価で測定する金融資産について、減損している客観的証拠が存在す

るか否かを期末日において検討しております。金融資産については、当初認識後に発生した１

つ以上の事象の結果として減損の客観的証拠が存在する場合、かつ、その金融資産の見積将来

キャッシュ・フローに影響を及ぼすことが合理的に予測できる場合に減損していると判定して

おります。

　償却原価で測定する金融資産が減損していることを示す客観的な証拠には、債務者による支

払不履行又は滞納、当社グループが債務者に対して、そのような状況でなければ実施しなかっ

たであろう条件で行った債権の回収期限の延長、債務者又は発行企業が破産する兆候、活発な

市場の消滅等が含まれております。

　当社グループは、金融資産の減損の客観的な証拠を、個別に重要な金融資産については個々

に、個別に重要でない金融資産については集団的に検討しております。

　金融資産の減損の客観的な証拠がある場合には、当該損失の金額を、当該資産の帳簿価額と、

見積将来キャッシュ・フローを当該金融資産の当初の実効金利で割引いた現在価値との間の差

額として測定しております。当該資産の帳簿価額は、貸倒引当金勘定を通じて減額するととも

に、当該損失額は純損益として認識しております。その後、当該資産の回収不能が確定した場

合には、貸倒引当金を帳簿価額から直接減額しております。減損を認識した後に発生した事象

により減損損失の額が減少した場合には、以前に認識した減損損失を純損益として戻し入れて

おります。
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(ⅱ)その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産

　当社グループは、償却原価で測定される金融資産に分類されなかった金融資産で、当初認識

時に、当初認識後に認識される公正価値の変動をその他の包括利益で表示することを選択した

資本性金融商品をその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に指定しております。

　当該金融資産の認識を売却等により中止する場合には、認識されていた累積利得又は損失を、

その他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えております。

(2) 重要な減価償却資産・償却資産の減価償却・償却の方法

有形固定資産…………… 有形固定資産項目は、その資産が使用可能となった日から、減価償却

しております。減価償却費は、償却可能額をもとに算定しております。

償却可能額は、資産の取得価額から残存価額を差し引いて算出してお

ります。

減価償却は、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、主

として定額法に基づいて認識しております。有形固定資産の見積耐用

年数は、予想される使用量、物理的自然減耗、技術的又は経済的陳腐

化等を総合的に勘案して見積っております。事業用定期借地契約に係

る借地上の建物については、残存価額を零とし、契約残存年数を基準

とした定額法によっております。また、リース資産は、リース契約の

終了時までに当社グループが所有権を獲得することが合理的に確実な

場合を除き、リース期間又は経済的耐用年数のいずれか短い期間で償

却しております。なお、土地は償却しておりません。

　主な見積耐用年数は次のとおりであります。

・建物及び構築物　　　３～35年

・工具、器具及び備品　３～20年

　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、期末日毎に見直しを行い、

必要に応じて改定しております。

無形資産………………… 償却費は、償却可能額をもとに算定しております。償却可能額は、資

産の取得価額から残存価額を差し引いて算出しております。

無形資産の償却は、その資産が使用可能となった日から見積耐用年数

にわたり、定額法に基づいて認識しております。

　主な見積耐用年数は次のとおりであります。

・ソフトウェア　　　　５年

・フランチャイズ契約　５年～９年

・顧客関連資産　　　　10年

　償却方法、耐用年数及び残存価額は、期末日毎に見直しを行い、必

要に応じて改定しております。

　また、耐用年数を確定できない無形資産は、取得原価から減損損失

累計額を控除した額で測定しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、合理的に見積り可能である法的又は推

定的債務を有しており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能性が高い場合

に認識しております。

　引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及びその負債に特有のリスクを反

映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り引いております。
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(4) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

①外貨建取引の換算

　外貨建取引は、取引日における為替レートでグループ企業の各機能通貨に換算しております。

期末日における外貨建貨幣性資産・負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しておりま

す。貨幣性項目にかかる為替差損益は、期首における機能通貨建ての償却原価に当期中の実効金

利及び支払いを調整した金額と、期末日の為替レートで換算した外貨建償却原価との差額であり

ます。外貨建取得原価により測定されている非貨幣性項目は、取引日の為替レートで換算してお

ります。

②在外営業活動体の換算

　在外営業活動体の資産及び負債は、取得により発生したのれん及び公正価値の調整を含め、期

末日の為替レートで換算しております。また、在外営業活動体の収益及び費用は、取引日の為替

レート又はそれに近似するレートで換算しております。換算により生じた差額は、その他の包括

利益で認識しております。

　在外営業活動体の一部又はそのすべてが処分される場合には、在外営業活動体の換算差額は、

処分にかかる損益の一部として純損益に振り替えております。

(5) 収益の認識基準

　収益は、受領する対価の公正価値から、値引、割戻及び売上関連の税金を控除した金額で計上

しております。当社グループは、主としてサービスの提供により収益を獲得しております。サー

ビスの提供からの収益は、以下の要件をすべて満たした時点で認識しております。

（a）収益の額を、信頼性をもって測定できること

（b）その取引に関する経済的便益が企業に流入する可能性が高いこと

（c）その取引の進捗度を、報告期間の末日において信頼性をもって測定できること

（d）その取引について発生した原価及び取引の完了に要する原価を、信頼性をもって測定できる

こと

　当社グループの主なサービスの提供は、顧客からの注文に基づく料理の提供であり、顧客へ料

理を提供し、対価を受領した時点で収益を認識しております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理…… 税抜方式を採用しております。

②連結納税制度の適用…連結納税制度を適用しております。
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（連結財政状態計算書に関する注記）

1.　資産から直接控除された貸倒引当金

その他の金融資産 299百万円

2.　資産に係る減価償却累計額（減損損失累計額を含む） 31,914百万円

（連結持分変動計算書に関する注記）

1.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 43,448,845株

2.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　　　議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

平成29年５月15日

取 締 役 会
普通株式 1,128 26.00 平成29年３月31日 平成29年６月12日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

平成30年５月15日

取 締 役 会
普通株式 利益剰余金 1,151 26.50 平成30年３月31日 平成30年６月14日

3.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

普通株式 209,200株
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（金融商品に関する注記）

1.　金融商品の状況に関する事項

(1）金融リスク管理の概要は、以下のとおりであります。

　当社グループの金融商品に対する取組みは、資金運用は短期的な預金等に限定し、資金調達に

ついては主として銀行等金融機関からの借入により行う方針であります。

　また、デリバティブ取引については、借入金の金利変動リスクを回避するための金利スワップ

取引に限定し、投機的な取引は行わない方針であります。

　当社グループは、金融商品にかかる以下のリスクを負っています。

・信用リスク（(3）参照）

・流動性リスク（(4）参照）

・金利リスク（(5）参照）

(2）リスク管理フレームワーク

　当社グループのリスク管理フレームワークの確立及び監督については、取締役会が全責任を負

っております。取締役会は、当社グループのリスク管理方針を策定し監視する責任を負う、リス

クマネジメント委員会を設立しております。当該委員会は、その活動について定期的に取締役会

に報告しております。

　当社グループのリスク管理方針は、当社グループが直面しているリスクを識別・分析し、適切

なリスクの上限及びコントロールを決定し、また、リスクとその上限の遵守を監視するように策

定されております。当社グループは、市場の状況及び当社グループの活動の変化を反映するため、

リスク管理方針及びシステムを定期的に見直しております。当社グループは、研修、管理基準及

びその手続きを通じて、すべての従業員が個々の役割と義務を理解する、統制のとれた建設的な

コントロール環境を発展させることを目標としております。

　当社グループの監査等委員会は、当社グループのリスク管理方針及び手続きの遵守状況を経営

陣がどのように監視しているかを監督し、当社グループの直面しているリスクに関連するリスク

管理フレームワークの妥当性をレビューしております。当社グループの監査等委員会は、監督を

遂行するにあたって内部監査からの支援を受けております。内部監査は、リスク管理コントロー

ル及び手続きの定期的及び臨時のレビューを行い、その結果を監査等委員会に報告しております。

(3）信用リスク

　信用リスクとは、顧客、又は金融商品の取引相手が契約上の義務を果たすことが出来なかった

場合に当社グループが負う財務上の損失リスクであり、主に当社グループの顧客及び店舗の賃貸

人からの債権から生じます。

　当社の営業債権、敷金・保証金及び建設協力金は、取引先の信用リスクに晒されております。

当該リスクに関しては、当社は与信管理規程に基づき総務部を主管部門とし、主な取引先の信用

状況について、定期的に把握する体制をとっております。また、連結子会社についても、当社の

与信管理規程に準じた管理を行っております。

(4）流動性リスク

　流動性リスクとは、当社グループが現金又はその他の金融資産により決済する金融負債に関連

する債務を履行する際に、困難に直面するリスクのことであります。

　当社グループは、営業債務や借入金について適時に資金繰計画を作成・更新することなどによ

り、流動性リスクを管理しております。

(5）金利リスク

　当社グループは出店のための資金を主に銀行借入により調達するほか、店舗の賃借によるリー

ス債務によって賄っております。

　現在は、主に、固定金利の長期借入金により資金を調達しているため、短期的な金利の変動が

当社グループの純損益に与える影響は軽微であります。
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2.　金融商品の公正価値等に関する事項

(1) 公正価値及び帳簿価額

　金融資産・負債の公正価値及び連結財政状態計算書に示された帳簿価額は、以下のとおりであ

ります。
（単位：百万円）

帳簿価額 公正価値 差額

償却原価で測定する金融資産

現金及び現金同等物 14,798 14,798 －

営業債権及びその他の債権 5,766 5,766 －

その他の金融資産 12,323 13,222 899

合計 32,887 33,786 899

その他の包括利益を通じて公正価値で測
定する金融資産

その他の金融資産 275 275 －

合計 275 275 －

償却原価で測定する金融負債

営業債務及びその他の債務 9,997 9,997 －

短期借入金 34,580 34,580 －

長期借入金
（１年以内に返済予定のものを含む）

15,444 15,445 1

リース債務
（１年以内に返済予定のものを含む）

3,783 4,765 983

合計 63,804 64,787 984

(2) 公正価値を算定する際に適用した方法

① 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権

これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

② その他の金融資産

償却原価で測定する金融資産は、主として、敷金及び保証金、建設協力金、長期貸付金により構

成されており、これらの時価について、元利金（無利息を含む）の合計額を、新規に同様の差入

を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産は、非上場有価証券により構成されてお

り、報告期間末に入手可能なデータ等を勘案し公正価値を算定しております。

③ 営業債務及びその他の債務、短期借入金

これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

④ 長期借入金、リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入れ、又は、リース取引を行った

場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分　　　　　834円13銭

(2) 基本的１株当たり当期利益　　　　　　　　107円44銭
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（減損損失に関する注記）

有形固定資産

　当社グループは、営業活動から生ずる損益が著しく低下した店舗について、当連結会計年度は198百

万円の減損損失を認識しました。当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店

舗を基本単位として資産グルーピングを行っております。

　営業活動から生ずる損益が著しく低下した店舗については、当該店舗の資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

　当該店舗の資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロー

を6.2％で割引いて算定しております。

　なお、当該店舗の資産グループにおける割引前将来キャッシュ・フローの総額がマイナスとなった

ものについて、帳簿価額全額を減損損失として計上しております。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

(注)連結計算書類の記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2017年４月１日から
2018年３月31日まで）

（単位：百万円）

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株主資本
合 計資 本

準備金
資本剰余
金 合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金 合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,995 4,053 4,053 8 13,379 10,659 24,046 △0 32,093

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 62 62 62 125

剰 余 金 の 配 当 △1,128 △1,128 △1,128

当 期 純 利 益 5,182 5,182 5,182

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 62 62 62 － － 4,054 4,054 － 4,179

当 期 末 残 高 4,057 4,115 4,115 8 13,379 14,714 28,100 △0 36,273

新 株
予約権

純資産
合 計

当 期 首 残 高 291 32,384

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 125

剰 余 金 の 配 当 △1,128

当 期 純 利 益 5,182

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

38 38

当 期 変 動 額 合 計 38 4,217

当 期 末 残 高 329 36,602
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【 計算書類の注記 】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式……………移動平均法に基づく原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法に基づく原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

(1) 原材料………最終仕入原価法

(2) 貯蔵品………最終仕入原価法

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……………定額法を採用しております。

（リース資産を除く）

無形固定資産……………ソフトウェア(自社利用)

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

長期前払費用……………定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。

６．消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

７．連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。
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(表示方法の変更)

前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めておりました「短期貸付金」及び「未収入金」

は、表示の明瞭性を高めるため、当事業年度より区分掲記しております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 26,893百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 5,921百万円

長期金銭債権 5,808百万円

短期金銭債務 1,654百万円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

売上高 72,086百万円

販売費及び一般管理費 213百万円

営業取引以外の取引による取引高 914百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 9株

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 13百万円

未払事業税 119百万円

減価償却費 523百万円

減損損失 903百万円

資産除去債務 346百万円

リース資産 673百万円

未払金 207百万円

貸倒引当金 651百万円

その他 133百万円

繰延税金資産小計 3,568百万円

評価性引当額 △685百万円

繰延税金資産合計 2,884百万円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 113百万円

リース債務 567百万円

その他 4百万円

繰延税金負債合計 684百万円

繰延税金資産の純額 2,200百万円

（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれています。

流動資産－繰延税金資産 341百万円

固定資産－繰延税金資産 1,859百万円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗用建物の一部については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称
議決権の
所有割合

関連当事者との
関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
株式会社トリ
ドールジャパン

直接100％ 役員の兼任

店舗管理及び
事務委託等
（注１）

71,861
営業

未収入金
4,154

資金の預り
（注２）

1,485 預り金 1,500

子会社
MARUGAME UDON

USA LLC
間接100％ 資金の援助

資金の貸付
（注３）

864
長期貸
付　金
（注４）

1,045

（注）１．平成29年７月１日にて主要子会社「株式会社トリドール」の商号を「株式会社トリドールジャ

パン」に変更しております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）「親子間基本契約」に基づき、発生した実費に手数料を加えて請求しております。

（注２）取引金額は、期中平均残高を記載しており、子会社における余剰資金を回収したもので

あります。

（注３）資金の貸付については、市場金利を考慮して利率を合理的に決定しており、担保は受け

入れておりません。

（注４）MARUGAME UDON USA LLCへの長期貸付金に対し、171百万円の貸倒引当金を計上しており

ます。また、当事業年度において171百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 834円84銭

２．１株当たり当期純利益金額 119円37銭

（減損損失に関する注記）

　当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用　　　途 種　　　類 場　　所
減 損 損 失
（百万円）

店舗用設備等
（国内22店舗）

建物、構築物、
工具、器具及び備品、

リース資産
神奈川県相模原市 他 176

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としております。

　営業活動から生ずる損益が著しく低下した店舗については、当該店舗の資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。当該店舗の資産グ

ループの減損損失の内訳は、建物121百万円、構築物18百万円、工具、器具及び備品25百万円、リース資

産11百万円であります。

　当該店舗の資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

6.2％で割引いて算定しております。なお、当該店舗の資産グループにおける割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額がマイナスとなったものについては、帳簿価額全額を減損損失として計上しております。

（注）計算書類の記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。
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